
平成 28 年度障害者総合福祉推進事業 

指定課題個票 
 

 

指定課題２ 補装具費支給制度への借受け導入に係る制度のあり方に関する研究 

補助基準額 ６００万円を上限とする。 

指定課題を設定

する背景・目的 

障害者総合支援法の 3 年後の見直しについて、社会保障審議会障害者部会において、

議論・検討を重ね、平成 27 年 12 月 14 日付で障害者部会報告書がまとめられ、公表され

ている。 

補装具費支給制度については、上記報告書の今後の方向性の中で「購入を基本とする

原則を堅持しつつ、成長に伴って短期間で取り替えなければならない障害児の場合など、

個々の状態に応じて、貸与の活用も可能とすること」とされたところである。 

その報告書を踏まえ、今般国会に提出された障害者総合支援法の改正案では、補装具

費の支給において、購入並びに修理に加え、借受けに係る費用を支給対象とすることと

し、また「補装具の借受けによることが適当である場合」に限ることとされている。 

平成 30 年 4 月の制度施行に向け、その制度設計において必要な、 

① 借受けに係る基準額設定のあり方 

② 改正法案に規定される「借受けが適当である場合」の特定並びに判断基準案の策定 

③ 障害児に対する借受けの手続き等の整理 

等の課題について、今後のあり方に関する調査研究を行うものである。 

想定される事業

の手法・内容 

・ 検討体制の整備 

本研究を遂行するため、有識者等が参画した検討委員会を設置するものとする。 

・ 補装具費支給制度において新たに加えられる借受けにかかる基準額の設定について、

介護保険制度における福祉用具貸与の運用実態等を参考としつつ、基準額設定のあり

方について検討を行う。 

・ 改正法案の「補装具の借受けによることが適当である場合として厚生労働省令で定

める場合」の判断に資する基準等の検討を行う。また、実際の補装具費支給制度内の

手続きの流れ等について、平成 27年度の「補装具費支給制度における貸与方式導入に

向けた体制のあり方の検証等に関する研究」の成果をベースに検討し、必要な場合に

は、追加の検証等も含めて手続きの整理等の検討を行う。 

・ 障害児に対する借受けの手続きについて、市町村における補装具の支給実態の把握

を行うと共に、適切な補装具判定のために関係機関が連携した体制構築等のあり方に

ついて検討を行う。 

求める成果物 
補装具費支給制度における適切な基準額設定、借受けにかかる判断に関する基準並び

に障害児への補装具判定等の支援体制のあり方についてまとめた報告書 

担当課室/担当者 企画課自立支援振興室／福祉用具専門官 (内線３０８９) 

 

  



平成 28 年度障害者総合福祉推進事業 

指定課題個票 
 

 

指定課題３ 意思疎通が困難な者の支援ニーズに対する養成すべき支援者数の考え方に関する研究 

補助基準額 ５００万円を上限とする。 

指定課題を設定

する背景・目的 

・意思疎通支援が困難な者に対する支援手法は、障害特性に応じ、また同じ障害であっ

てもその支援手法は状態等によって様々で、全国的に従事者数が足りているか不足し

ているのか現状を把握していない状況。 

・平成 27年 12 月に取りまとめられた「障害者総合支援法施行３年後の見直しについて」

（社会保障審議会障害者部会報告書）において、『地域のニーズに応じた人材養成や意思 

疎通支援のサービス提供に資するよう、各自治体において意思疎通支援事業の現状（利

用者数、利用回数・時間等）に関する調査を行い、その結果を踏まえ、合理的配慮の

進捗状況に留意しつつ、必要な意思疎通支援者を計画的に養成するとともに、提供す

べきサービス量の目標を設定すべきである。』とされている。 

・一方で障害者差別解消法が施行されるなど、意思疎通支援が求められる機会、また、

より専門性を求められる場面が増加することが予想されているところであり、利用者

のニーズに対応した従事者の確保水準等について、調査研究を行う。 

想定される事業

の手法・内容 

・各都道府県、市町村が、次期障害福祉計画策定する際、参考となるニーズ調査手法 

及び調査結果の障害福祉計画への反映方法について明らかにするため、次のような 

事業を行う。 

１）既に登録されている支援者（EX 手話通訳士、手話通訳者（奉仕員）、要約筆記者、

代読・代筆支援者など）の活動状況を把握すること。 

  管内にいる意思疎通が困難な障害者の把握に努め、障害者の支援ニーズと支援手法

並びに支援者のマッチング状況を把握すること。 

２）上記の状況を把握する際、当事者団体や当事者、実施主体（自治体、支援団体等）

に対し、グループ討議やアンケート調査、ヒアリングなど、適切な方法により聞き

取りを行うこと。 

３）調査は、人口規模別、年齢別、地域別などを考慮した上で実施すること。 

４）以上を踏まえ、各障害種別ごとの様々な意思疎通支援手法に対応した支援者の 

必要確保数の設定の考え方について調査研究を行う。 

求める成果物 

・各都道府県、市町村が次期障害福祉計画を策定する際に必要な、管内のニーズの調査

手法や調査結果を踏まえた目標値の設定の考え方について明らかにしたガイドライン

を作成する。 

・このガイドラインは、自治体が受け入れられるものであること。 

担当課室/担当者 企画課自立支援振興室／情報支援専門官 (内線３０７９) 

 



平成 28 年度障害者総合福祉推進事業 

指定課題個票 
 

 

指定課題４ 障害福祉サービスにおける意思疎通支援困難者に対するサービスの実態に関する研究 

補助基準額 ２００万円を上限とする。 

指定課題を設定

する背景・目的 

・聴覚障害者や盲ろう者をはじめ意思疎通が困難な者において、障害福祉サービスの利

用が低調な状況にあるが、意思疎通が困難な者が必要としている障害福祉サービスは

何かを整理し、当該サービスを利用したいが利用できない実態について、現行制度の

趣旨・目的を踏まえ、サービス提供による効果等を検証するなど調査・分析を行い、

課題を明らかにする必要がある。 

 

想定される事業

の手法・内容 

・意思疎通困難者の障害福祉サービスの利用意向について調査を行う。 

 調査は、未だ利用に至っていない者、現在、サービスを利用している者をはじめ、 

当事者団体や支援者など、関係者に幅広く行うこと。 

・利用が低調な原因について、調査・分析を行う。 

 その際、当事者や当事者団体、支援者のほか、サービス提供事業所、実施主体などか

らも意見を聴取すること。 

・意向調査や実施状況を把握したうえで、サービス利用の効果、課題等を整理する。 

求める成果物 

・意思疎通が困難な者が必要としている障害福祉サービスは何かを整理し、当該サービ

スを利用したいが利用できない実態について整理したもの。 

・利用が低調な原因について調査・分析を行い、サービス利用の効果、課題等を整理し

たもの。 

 

担当課室/担当者 企画課自立支援振興室／情報支援専門官 (内線３０７９) 

 

  



平成 28 年度障害者総合福祉推進事業 

指定課題個票 
 

 

指定課題５ 
障害者における支援機器の活用による生活の変化の実態把握と活用のための支援体制の

在り方に関する調査研究 

補助基準額 ４００万円を上限とする。 

指定課題を設定

する背景・目的 

・障害者（児を含む）の自立支援、社会参加を促す観点から、支援機器について補装具

費支給制度や日常生活用具給付等事業等により普及が図られてきた。 

・平成 22年度からは障害者自立支援機器等開発促進事業を行い、ロボット技術や ICT な

ど新たな技術等を開発に活かしつつ、障害者にとって使いやすい支援機器の開発や普

及を促す取り組みを行っているところである。 

・しかし、支援機器の活用による障害者の生活状況の変化については、その実態が客観

的かつ体系的に把握されていないため、有用との声はあるものの、支援機器の活用に

よる効果等のデータを示すことが難しい状況である。 

・また、障害者が支援機器を長期にわたり活用する際には、身体状況や活用環境の変化

に応じた選定・調整等のため継続的かつ専門的な相談・支援の体制が求められるが、

その支援体制については各地域や自治体により実情が異なるため、現状の把握と整理

が必要とされている。 

想定される事業

の手法・内容 

以下の１）および２）について実施する。 

１）補装具や日常生活用具等障害者が用いる支援機器について、特に重度身体障害者に

おける導入や活用による効果を、日常生活動作自立度や活動量、利用サービスの変化

等客観的指標にてデータ収集し、分析を行う。 

２）更生相談所やリハビリテーションセンターなど専門機関や医療福祉機関とも連携し

て、支援機器の適切な使用を継続的に支援する管理体制について、全国複数の自治体

（実施例）にて調査を行い、必要な機能や人材について現状の分析を行う。 

・上記について調査・分析を行う際、支援機器の普及に関する学識経験者や専門職、自

治体関係者等で構成する検討委員会を設置し、医療機関から在宅への移行および地域

生活を送る間に必要となる支援機器の導入、管理体制について、効果的なシステムの

検討を行う。 

求める成果物 

・特に重度身体障害者における支援機器の活用による生活状況の変化を、全国複数の事

例について客観的な指標にて収集分析して、整理検討を加えたもの。 

・支援機器の導入・使用を支援する体制について、全国の事例について収集し、必要と

なる機能や人材などについて整理して体制について検討したもの。 

担当課室/担当者 企画課自立支援振興室／福祉工学専門官 (内線３０８８) 

 

 



平成 28 年度障害者総合福祉推進事業 

指定課題個票 
 

 

指定課題６ パソコン要約による情報アクセシビリティの向上に関する調査研究 

補助基準額 ３００万円を上限とする。 

指定課題を設定

する背景・目的 

意思疎通支援の一つであるパソコンによる要約筆記については、近年、難聴者や中途

失聴者からのニーズの高まりにより、その取組が各地で進められているところであるが、

担い手の養成について地域差がみられたり、サービスそのものが未だ提供できていない

自治体も多く存在する。 

このため、パソコン要約筆記の実施方法の標準化と、パソコン要約筆記の担い手の養

成のための標準プログラムを作成することが急務となっており、パソコン要約筆記の実

施状況を把握するとともに、実態を踏まえ、その実施方法及び担い手の養成研修の標準

化に向けた調査研究を実施し、難聴者等の情報アクセシビリティの向上に向けた施策に

つなげる必要がある。 

想定される事業

の手法・内容 

パソコン要約筆記の標準的な実施方法及び担い手の標準的な養成プログラムを策定す

るため、以下の手順で調査研究を実施する。 

１）調査研究委員会の設置 

当事者、支援者、有識者等からなる調査研究委員会を設置し、パソコン要約筆記の円

滑な実施に向けた課題を整理するとともに、本調査研究の進捗管理を行う。 

２）パソコン要約筆記標準化作業委員会の開催 

パソコン要約筆記の実態調査を踏まえ、全国共通の標準的な実施方法について検討

し、標準モデルを策定する。また、実際に情報保障の現場において、策定した標準モ

デルが有効かどうか試行・検証を行う。 

３）パソコン要約筆記者標準養成プログラム検討委員会の開催 

    先進的な実施自治体の養成プログラムを調査し、全国展開が可能なパソコン要約筆

記者標準養成プログラムを検討、策定する。 

４）研究報告会の開催 

    上記、標準モデルと標準養成プログラムについて、全国規模の報告会を開催し、関

係者から広く意見を求めることにより、その完成度を高める。 

求める成果物 

①  難聴者や中途失聴者を対象としたパソコン要約筆記について、実施方法の標準モデ

ルを策定するとともに、担い手の養成のための標準養成プログラムを策定する。 

②  さらに、これらの成果物について、自治体や関係団体を対象とした研究報告会を開

催し、広く意見を求め、より精度の高いものとなるようにし、 

③  併せて、自治体等関係者にパソコン要約筆記について周知することにより、パソコ

ン要約筆記の全国的な実施体制の展開につなげる。 

担当課室/担当者 企画課自立支援振興室／情報・意志疎通支援係 (内線３０７６) 



平成 28 年度障害者総合福祉推進事業 

指定課題個票 
 

指定課題７ 
地域活動支援センターや日中一時支援事業所等における農作業を活用した障害者の社会

参加の有効性に関する調査研究 

補助基準額 ３００万円を上限とする。 

指定課題を設定

する背景・目的 

近年、就労支援事業所において、農業との連携により、工賃を引き上げる取組が進め

られているが、障害当事者が農作業に取り組むことによって、心身の健康増進や、地域

との交流の促進によるまちづくりへの貢献など、様々な効果があることが報告されてい

る。このため、就労支援だけではなく、広く社会参加の視点から、地域生活支援事業に

メニュー事業である「地域活動支援センター」や「日中一時支援事業所」等における、

地域と連携した農作業への取組についての課題と今後の方向性について、調査研究を実

施するものである。 

想定される事業

の手法・内容 

地域活動支援センターや日中一時支援事業所等における日中活動プログラム、とりわ

け農作業を採り入れている実態についてはデータがなく、農作業への取組を利用者に対

するサービス内容の向上につなげていく観点から、次の事業を行う。 

１）調査研究委員会の設置 

    事業者、自治体、有識者（農業関係シンクタンクからの構成員就任を必須とする。）

等からなる調査研究委員会を設置し、地域活動支援センターや日中一時支援の事業を

実施する事業所における農作業への取組について、既存の調査結果の分析や関係者か

らのヒアリング等による実態把握を進め、課題の整理を実施するとともに、本調査研

究の進捗管理を行う。 

２）地域活動支援センター等の日中活動に農作業を採り入れている先進事例の調査 

    実態把握により見出された先進事例について、現地調査を実施し、管理者や支援者

らを対象とした聞き取りを行い、実施モデルの類型化を行う。 

３）最適モデル作業委員会の設置 

    実態把握や現地調査等を踏まえ、農作業を日中活動に採り入れる場合の、利用者の

高齢化による体力の低下や、人的支援体制や時間的な制約といった状況下における最

適モデルについて検討を行い、提案をまとめる。 

４）研究報告会の開催 

    広く関係者に呼びかけて研究報告会を開催し、上記の調査研究について意見を求め、

最適モデルの提案についての完成度を高める。 

求める成果物 

①  地域活動支援センターや日中一時支援事業所等における農作業の取組の実態につい

て把握し、課題を明らかにした調査結果をとりまとめる。 

②  また、日中活動に農作業を採り入れている先進事例の実態調査も踏まえ、実施モデ

ルの類型化と最適モデルの提案をまとめる。 

③  さらに、研究報告会を開催することにより、地域活動支援センター等が、地域と連

携し農作業へ積極的に取組んで行くよう、広く議論を進める契機とする。 

担当課室/担当者 企画課自立支援振興室／地域生活支援係 (内線３０７７) 



平成 28 年度障害者総合福祉推進事業 

指定課題個票 
 

 

指定課題８ 
親亡き後の障害者の自立生活のための民間資金を活用した共済等相互扶助の在り方に関

する調査研究 

補助基準額 ３００万円を上限とする。 

指定課題を設定

する背景・目的 

障害者の高齢化とその介護を担う親の高齢化が、近年、高齢障害者問題として大きく

クローズアップされており、障害者総合支援法の付帯決議においても、「障害児・者の地

域生活をさらに推進する観点から、（略）地域のおける居住の支援等の在り方について、

早急に検討を行うこと」とされたところである。 

これまで、「親亡き後」の障害当事者の経済的な自立を助長するために、国において、

扶養共済制度を実施するとともに、関係団体においては、各種互助制度の取組が進めら

れているが、昨今の厳しい運用環境の下では、資産の大きな造成は極めて困難であり、

各種互助制度についても、募集の範囲が限定的であること等から、必ずしも財務内容が

健全ではない場合も多く、長期的な視点に立った相互扶助制度の在り方を検討すること

が急務となっている。 

想定される事業

の手法・内容 

各団体が実施する相互扶助制度について、課題を明らかにし、健全な財務内容に向け

た取組が進められるよう、以下の事業を実施する。 

１）調査研究委員会の設置 

    障害当事者の親、支援者、有識者等からなる調査研究委員会を設置し、各団体が実

施している相互扶助制度の実態調査を行い、課題を明らかにするとともに、本調査研

究全体の進捗管理を行う。 

２）実施団体からのヒアリングの実施 

    現在、相互扶助制度を実施している各団体からヒアリングを行い、財務内容や今後

の運用の見通し、課題について実態を把握する。 

３）相互扶助システム作業委員会の開催 

    各団体の相互扶助制度の実態を踏まえ、生損保会社等の協力を得て、専門的・技術

的な視点から問題点を明らかにするとともに、今後、どのような対応策が考えられる

のか検討を行い、新たな相互扶助システムについての提言案をまとめる。 

４）研究報告会の開催 

    広く関係者に呼びかけ、相互扶助制度について、より安定したものとするための議

論の機会を設けるともに、新たな相互扶助システムの提言について意見を求める。 

求める成果物 

①  関係団体が実施している各種互助制度の実態を調査し、障害当事者の親亡き後の経

済的自立の助長のための新たな相互扶助システムについての提言をまとめる。 

②  さらに、研究報告会を開催し、この提言等を基に、より安定した相互扶助制度の構

築に向けた議論につなげていく。 

担当課室/担当者 企画課自立支援振興室／予算係 (内線３０７５) 



平成 28 年度障害者総合福祉推進事業 

指定課題個票 
 

指定課題９ 
指定一般相談支援事業所（地域相談支援）と精神科病院の職員が協働して地域移行に

向けた支援を行うための研修カリキュラム及びガイドライン等の開発 

補助基準額 ４００万円を上限とする。 

指定課題を設定

する背景・目的 

障害者総合支援法施行 3年後の見直しでは、「精神障害者の地域移行・地域生活の支

援を進めるためには、精神障害の特性が地域において正しく理解される必要がある。この

ため、住民と医療・保健・福祉の関係者が精神障害者に対する理解を深めるとともに、支

援に向けた連携体制を構築する必要がある。あわせて、相談機能の強化や人材育成が重

要である」との現状・課題を踏まえ、「住民に最も身近な基礎的自治体である市町村が中

心となり、当事者を含め、医療と福祉の双方を含む様々な関係者が情報共有や連携体

制を構築する場として、市町村に精神障害者の地域移行や地域定着を推進するための

協議の場の設置を促進するとともに、都道府県・保健所・市町村が適切かつ重層的な

役割分担をしながら協働して取り組むための体制を構築すべき」であり、「精神障害

者の特性とそれに応じた適切な対応方法について、研修の標準化や実地研修の活用な

ど、必要な知識・技術を持った福祉に携わる人材の育成を推進すべきである」と、今後の方

針が取りまとめられたところである。 

障害者の地域移行を推進するためには、市町村または圏域（以下、市町村等）を単

位にした、医療・保健・介護・福祉等多分野にまたがる幅広くかつ緊密な連携が必要

である。本事業では、上記の取りまとめを受け、指定一般相談支援事業者及び精神科

病院の職員を対象に、両者の連携を図ると共に地域移行の推進を担う人材を養成する

ための研修カリキュラムと、効果的な地域移行支援と市町村等における連携体制の構

築を目的とした地域移行推進ガイドラインを作成する。 

想定される事業

の手法・内容 

障害及び介護の福祉従事者、医療関係者、行政担当者、精神障害当事者、家族等で

構成される検討委員会を設置し、事業の検討及び実施状況の客観性や妥当性について

適宜評価や助言を得ながら、以下の事業を行う。 

○指定一般相談支援事業者及び精神科病院等の職員、行政の地域移行担当者等で構成

される作業部会を設置し、地域移行を推進するために必要な知識、支援方法、連携

のあり方、協議会の活用方法等を明らかにして、研修カリキュラムとそのテキスト、

及び地域移行推進ガイドラインを作成する。 

○特定の市町村等において、作成した研修カリキュラムによる研修会と地域移行推進

ガイドラインに沿った支援を試行して検証し、必要な修正を加えて完成させることとする。

なお、この市町村等とは、「地域移行機能強化病床」における医療と福祉の連携のあり

方も提示できるように、「地域移行機能強化病床」を申請する精神科病院があることが望

ましい。 

求める成果物 

○指定一般相談支援事業者及び精神科病院等の職員を対象とした、両者の連携と地域

移行に関係する諸制度の理解を目的とした研修カリキュラム及びそのテキスト 

○効果的な地域移行支援及び市町村等における連携体制の構築を目的とした地域移

行推進ガイドライン 

○研修カリキュラムとガイドラインのモデル実施とその検証に関する報告書 

担当課室/担当者 障害福祉課／障害福祉専門官（精神障害担当） (内線３０４０) 



平成 28 年度障害者総合福祉推進事業 

指定課題個票 
 

 

指定課題 10 保育所等訪問支援の効果的な実施等に関する調査研究 

補助基準額 ３００万円を上限とする。 

指定課題を設定

する背景・目的 

障害児の地域社会への参加・包容（インクルージョン）の推進を図るためには、保育

所や放課後児童クラブ等の一般的な子育て支援施策において障害児の受入れ（併行利用

を含む）ができるよう、保育所等訪問支援などを活用した障害児通所支援からの専門的

なバックアップを行うことが重要となっている。 

このため、保育所等訪問支援の効果的な実施や、障害児通所支援と子ども・子育て  

支援の併行利用を促進するための支援方策について調査研究を行う。 

想定される事業

の手法・内容 

（１）保育所等訪問支援の効果的な実施を図るための手引書の作成 

    保育所等訪問支援の実施事業所や訪問先へのヒアリング調査等を行い、支援に

あたっての課題や問題点を抽出・分析を行い、効果的な実施を行うための検討を

行う。この結果を踏まえ、保育所、放課後児童クラブ、小学校、特別支援学校な

どへの訪問支援ごとに、訪問先との連携した支援方法や具体的な支援内容等をま

とめた手引書を作成する。 

（２）障害児通所支援と子ども・子育て支援の併行利用を促進するための支援方策に  

ついての報告書の作成 

    児童発達支援と保育所の併行利用や、放課後等デイサービスと放課後児童クラ

ブの併行利用について、市町村や事業所へのヒアリング調査等により課題や問題

点を抽出・分析し、併行利用促進に向けた検討を行う。その結果を踏まえ、障害

児通所支援と子ども・子育て支援の連携した支援方策について報告書をまとめる。 

求める成果物 

（１）保育所、放課後児童クラブ、小学校、特別支援学校などへの訪問支援ごとに、   

訪問先との連携した支援方法や具体的な支援内容等をまとめた保育所等訪問支援の

実施手引書を作成 

（２）障害児通所支援と子ども・子育て支援の併行利用を促進するための支援方策に 

ついての報告書を作成 

担当課室/担当者 障害福祉課障害児・発達障害者支援室／障害児支援専門官（内線３０４８） 

 

  



平成 28 年度障害者総合福祉推進事業 

指定課題個票 
 

 

指定課題 11 農福連携推進事業等の効果等に関する調査研究 

補助基準額 ３００万円を上限とする。 

指定課題を設定

する背景・目的 

・ 厚生労働省において、平成 28年度から「農福連携による障害者の就農促進プロジェ

クト（農福連携推進事業・農福連携マルシェ開催事業）」を開始する。農業に取り組

む就労継続支援事業所において高工賃を実現している例もあるが、具体的な実態は把

握できていない。 

・ 就労継続支援事業所における農業分野での就労支援、工賃向上、農業の支え手の拡

大等、農福連携について上記プロジェクトの実施状況をとおして農福連携の実態を把

握する。 

・ また、農業の６次産業化の市場規模の拡大が目指されていることから、就労継続支

援事業所における６次産業化の効果を把握する必要がある。 

想定される事業

の手法・内容 

・ 全国の就労継続支援Ｂ型事業所に対してアンケート調査（1,000 所以上の回収を目指

す）を行い、同事業所における作業内容や農業への取組状況、生産品目等を調査する。 

・ 上記プロジェクトの農福連携推進事業及び農福連携マルシェ開催事業に係る就労系

福祉サービス事業所等の生産品目、売上高、工賃実績、利用者の職務等の実態や事業

所、利用者及び地域への影響を把握する。 

・ 上記プロジェクトの実施状況の把握、普及啓発や工賃向上効果、課題等の分析を行

う。 

求める成果物 

以下の内容を取りまとめた報告書等を予定している。 

・ 上記内容を把握、分析、取りまとめ、今後、農業や６次産業化により職域拡大や工

賃向上に取り組む就労継続支援事業所等に対する情報提供を行うことができるもの。 

・ マルシェ開催の効果を把握し、各都道府県におけるマルシェ開催の参考となるもの。 

・ ６次産業化の市場規模の拡大に対する寄与度を把握するとともに、さらなる６次産

業化の推進に向けた支援策を検討することに資するもの。 

担当課室/担当者 障害福祉課／就労支援係 (内線３０１８) 

 

  



平成 28 年度障害者総合福祉推進事業 

指定課題個票 
 

指定課題 12 
障害者総合支援法に規定する協議会における地域資源の活性化策（改善・開発）調査研

究事業 

補助基準額 ２５０万円を上限とする。 

指定課題を設定

する背景・目的 

障害者総合支援法に規定する協議会の市区町村格差や一部形骸化がささやかれる一方

で、協議会を通じて障害福祉サービスによらないインフォーマルサービス等の活用、開

発・改善がすすんでいる。こうした取組は障害のみにかかわず、地域支援や地域のイン

クルージョンを推し進めることにもつながるものである。これら、地域の実践を集約す

ると共に、そうした取組の整理・分析を図り、方法論を含めた情報発信をすることで、

協議会の底上げ及び地域の活性化を図る。また、同時に、協議会の活動を把握する中で、

総合支援法の 3 年後の見直しにある、高齢の障害者に対する支援の在り方における、協

議会と地域ケア会議及び基幹相談支援センターと地域包括支援センターとの連携・推進

状況などについても一部把握するものである。 

想定される事業

の手法・内容 

できる限り効果的・効率的に調査研究が実施できるよう厚生労働省担当課室と協力体

制のもとで実施する。 

（一次調査） 

・自治体等へのアンケート・スクリーニング 

・相談支援従事者指導者養成研修受講者等へのアンケート調査 

・都道府県の相談支援専門員協会等へのアンケート調査 等 

（二次調査） 

・取組の進んでいる自治体・協議会・基幹相談支援センター等へのアンケート調査 

及びヒアリング（選択） 

・情報を整理・分析し考察を加え報告書としての取りまとめ 

・情報発信、講習会等での活用を図る。 

求める成果物 

協議会は地域の核であり、協議会の活性化は地域の障害者福祉の支えとなる。 

実践情報を把握し整理・分析すること情報発信をはかり、それら実践のノウハウ等につ

いて都道府県単位への展開をはかることは、協議会の活性化と地域のインフォーマルサ

ービス等の活用を図ることにつながる。また、アドバイザー等の材料とし地域実践やア

ドバイス等に活かすとともに、結果として障害に限らず、一億総活躍や財源によらない

地域力の推進の実践にげていくことが可能となる。 

○進んでいる地域・自治体・協議会等について整理・分析・考察を加えた報告書の作成 

○講演・研修会等での情報発信教材作成・実施（例：相談支援従事者指導者養成研修・

都道府県研修、厚労省市町村セミナー、全国自立支援協議会セミナー等、専門コース別

研修等） 

担当課室/担当者 障害福祉課地域生活支援推進室／相談支援係 (内線３０４３) 



 

平成 28 年度障害者総合福祉推進事業 

指定課題個票 
 

指定課題 13 サービス管理責任者等の業務実態の把握と質の確保に関する調査研究事業 

補助基準額 ３５０万円を上限とする。 

指定課題を設定

する背景・目的 

 

サービス管理責任者等が障害福祉サービス提供の核となる存在として期待され配置さ

れるようになり 10年が経過する。しかし、実践現場においては、サービス等利用計画と

個別支援計画の関係を含めサービス管理責任者として期待されている役割が十分に発揮

されているかどうか、現場の業務実態の把握はされてきていない。 

業務実態を明らかにすることにより、現状の持つ課題を明らかにし、今後のサービス

管理責任者等の実践に役立てるため。 

 

想定される事業

の手法・内容 

サービス管理責任者等について、実際の障害福祉サービス提供現場においての業務実

態や経験年数等による具体的に求められる役割等と取組内容の差異等の把握、抱えてい

る課題や不安等を含め、求められるサービス管理責任者等の役割がどのように実践され、

サービスへの影響がどのようになっているのか、アンケート及びヒアリング調査を実施

し調査研究を行う。（サービス管理責任者等の業務内容例：①個別支援計画の作成に関す

る業務、②利用者に対するアセスメント、③利用者との面接、④個別支援計画作成に係

る会議の運営、⑤利用者・家族に対する個別支援計画の説明と交付、⑥個別支援計画の

実施状況の把握（モニタリング）、⑦定期的なモニタリング結果の記録、⑧個別支援計画

の変更（修正）、⑨支援内容に関連する関係機関との連絡調整、⑩サービス提供職員に対

する技術的な指導と助言、⑪自立した日常生活が可能と認められる利用者への必要な援

助） 

求める成果物 

 

サービス管理責任者等の業務実態や実践サービスとの関係性、具体的に求められる役

割等との差異など調査研究によりあきらかにされた課題等について、サービス管理責任

者等の個別的な部分とその他を整理・分析し報告書にまとめる。 

①研修や育成に関する事項（養成研修等へ盛り込むべき内容・年数等々）、②障害福祉

サービスの運営基準や評価基準等に関する事項、③その他等に整理をし、今後のサービ

ス理責任者等の育成に活かすとともに、福祉サービス全体の質の確保及び福祉人材の質

の向上につなげる。 

 

担当課室/担当者 障害福祉課地域生活支援推進室／相談支援係 (内線３０４３) 

 



平成 28 年度障害者総合福祉推進事業 

指定課題個票 
 

 

指定課題 14 発達障害者支援における専門性確保のための実地研修に関する調査 

補助基準額 １５０万円を上限とする。 

指定課題を設定

する背景・目的 

発達障害の早期発見に関する取り組みが進められるに従い、障害児支援や障害福祉サ

ービスの対象者のみでなく支援を行う職員数も増加しており、専門的な技術を身につけ

た職員の確保が課題となっている。 

このような状況の中、発達障害者支援に関する講義形式の研修の提供は数多く行われ

ているが、講義で学んだ知識や技術を実際に活用して現場で評価や支援を行うための実

地研修の機会は少ない。また、一部の団体の自主的な取組として行われているが、その

研修内容の妥当性、実地研修受講者を送り出す職場や受け入れる職場の人手の問題、研

修後のフォローアップなど様々な点について十分な検討がされていない状況である。 

このような状況を踏まえ、発達障害者支援に関する実地研修の実践例を収集・分析を

行い、望ましい今後の実地研修のあり方につい検討するための基礎的な資料を得ること

が必要となっている。 

想定される事業

の手法・内容 

① 先行実践例の調査､分析 

全国の自治体（都道府県、指定都市）、発達障害者支援に関する関係団体を対象とし

た「発達障害に関する実地研修」を行っている実践事例の調査を行う。 

＊実地研修の内容は、発達障害全体を対象とすること。 

 ＊研修内容、日程や会場等の運営、研修後のフォローアップ等について把握すること。 

 

② 望ましい実地研修のあり方について関係者の意見収集、分析 

実地研修に関するニーズ、適切な内容、運営面での工夫等について、関係する団体､

機関等に広く意見を聴取・分析を行う。 

＊意見の分析については、特定の団体､学会の意見に偏らないようにすること。 

求める成果物 
① 先行実践例の調査報告書 

② 実地研修のあり方に関する関係者の意見に関する報告書 

担当課室/担当者 障害福祉課障害児・発達障害者支援室／発達障害者支援係 (内線３１４４) 

 

  



平成 28 年度障害者総合福祉推進事業 

指定課題個票 
 

 

指定課題 15 発達障害の当事者同士の活動支援のあり方に関する調査 

補助基準額 １００万円を上限とする。 

指定課題を設定

する背景・目的 

発達障害者の支援ニーズについて、親の会が当事者の代弁をする形で従来から発信が

行われていることが多かったが、近年は発達障害当事者自身が講演や著作等の様々な機

会を通して発信するようになっている。また、医療や障害福祉等のサービスの場で知り

合った当事者同士が、自主的に当事者どうしが相互に支え合う活動が各地で行われるよ

うになってきている。 

しかし、発達障害当事者の意見が全体的な意見ではなく個別性が高いことや、当事者

同士の活動の運営が円滑には行かない事例が有ることなどの点について、発達障害の支

援に携わる行政機関の担当者や相談機関の職員が、どのように当事者同士の活動を支援

することができるかという観点から、その内容や方法についてまとめた調査は少ない。 

このような状況を踏まえ、発達障害当事者同士の活動の支援に関する実践事例を収

集・分析を行い、望ましい今後の当事者活動支援のあり方について検討するための基礎

的な資料を得ることが必要となっている。 

想定される事業

の手法・内容 

① 先行実践例の調査､分析 

全国の自治体（都道府県、指定都市）、発達障害者支援に関する関係団体を対象とし

た「発達障害当事者活動支援」を行っている実践事例の調査を行う。 

＊「当事者」の範囲は、発達障害全体とすること。 

 ＊支援内容、頻度・方法､課題等について把握すること。 

 

② 望ましい当事者支援のあり方についての関係者の意見収集、分析 

当事者支援に関するニーズ、適切な内容、運営面での工夫等について、関係する団体､

学会等に広く意見を聴取・分析を行う。 

＊意見の分析については、特定の団体､学会の意見に偏らないようにすること 

求める成果物 
① 先行実践例の調査報告書 

② 当事者活動支援のあり方に関する関係者の意見に関する報告書 

担当課室/担当者 障害福祉課障害児・発達障害者支援室／発達障害者支援係 (内線３１４４) 

 

  



平成 28 年度障害者総合福祉推進事業 

指定課題個票 
 

 

指定課題 16 
視覚障害者のニーズに対応した機能訓練事業所の効果的・効率的な運営の在り方に関す

る調査研究 

補助基準額 ４００万円を上限とする。 

指定課題を設定

する背景・目的 

・視覚障害者が自立、社会参加するためには、歩行訓練が必要と考えるが、歩行訓練が

受けられる障害福祉サービスである自立訓練（機能訓練）については、事業所数・利

用者数が低調な状況にある。 

・当事者団体や事業所等からは、視覚障害者向けの機能訓練事業所（歩行訓練を行う事

業所）が広まらない理由として、 

① 現行の報酬設定が通所型で複数の歩行訓練利用者を受け入れるために十分なもの

となっていないこと、 

② 人員基準として看護職員を常勤１人以上必置とされていること 

など、視覚障害者の歩行訓練に必要な実情と合っておらず、経営的にも難しいとの意

見がある。 

・一方で近年、十分な歩行訓練を受けていなかった視覚障害者が交通事故に巻き込まれ

るといった報道がなされるなど、歩行訓練の必要性があらためて認識されている。 

・視覚障害者に対する歩行訓練を行う機能訓練事業所の実態について調査・分析を行い、

現行の報酬体系や人員基準の課題を明らかにする必要がある。 

想定される事業

の手法・内容 

・現行の機能訓練事業所のうち、視覚障害者への専門的訓練を行っている事業所につい 

て、実際に行われている訓練の状況や事業所の経営実態について調査を行う。 

・視覚障害者に対する歩行訓練を行う機能訓練事業所について、介護保険制度の通所リ

ハビリテーションとの棲み分けを整理しつつ、障害福祉サービスとして求められる訓

練内容・手法、訓練に係る時間、人材、人員配置などについて、調査・分析を行う。 

・上記の状況について調査・分析を行う際、当事者団体や当事者、実施主体（自治体、

事業所、支援団体）、学識経験者等で構成する検討委員会を設置する。 

求める成果物 

・障害福祉サービスの利用に繋がる前の視覚障害者の地域における生活実態、障害福祉

サービスとして求められる機能訓練の内容、サービス提供事業所の運営、利用対象者

像、利用後の生活実態等について整理したもの。 

・現行制度において改善が必要な点がある場合は、その必要性が分かるエビデンスを 

整理したうえで、改善方法について検討したもの。 

担当課室/担当者 
企画課自立支援振興室／情報支援専門官 (内線３０７９) 

障害福祉課／障害福祉専門官（内線３０８９） 

 

 

 

 



平成 28 年度障害者総合福祉推進事業 

指定課題個票 
 

 

指定課題 17 
失語症者のニーズに対応した機能訓練事業所の効果的・効率的な運営の在り方に関する

調査研究 

補助基準額 ２００万円を上限とする。 

指定課題を設定

する背景・目的 

・失語症の者は、継続した機能訓練が十分に受けられないため、社会復帰や社会参加を

あきらめ自宅に引きこもりがちとなるなか、失語症の者に対し機能訓練を行う障害福

祉サービスである自立訓練（機能訓練）の利用実態は、事業所数・利用者数ともに低

調な状況にある。 

・当事者団体等からは、失語症者向けの機能訓練事業所が広まらない理由として、報酬

設定や人員基準が失語症者に対する機能訓練の実態と合っておらず、経営的にも難し

いとの意見がある。 

・このため、失語症者に対する機能訓練を行う事業所について調査・分析し、現行の報

酬体系や人員基準の課題を明らかにする必要がある。 

想定される事業

の手法・内容 

・現行の機能訓練事業所のうち、失語症者への専門的訓練を行っている事業所につい 

て、実際に行われている訓練の状況や事業所の経営実態について調査を行う。 

・失語症者に対する支援体制（機能訓練事業所）について、介護保険制度の通所リハビ

リテーションとの棲み分けを整理しつつ、障害福祉サービスとして求められる訓練内

容・手法、訓練に係る時間、人材、人員配置などについて、調査・分析を行う。 

・上記の状況について調査・分析を行う際、当事者団体や当事者、実施主体（自治体、

事業所、支援団体）、学識経験者等で構成する検討委員会を設置する。 

求める成果物 

・障害福祉サービスの利用に繋がる前の失語症者の地域における生活実態、障害福祉 

サービスとして求められる機能訓練の内容、サービス提供事業所の運営、利用対象者

像、利用後の生活実態等について整理したもの。 

・現行制度において改善が必要な点がある場合は、その必要性が分かるエビデンスを 

整理したうえで、改善方法について検討したもの。 

担当課室/担当者 
企画課自立支援振興室／情報支援専門官 (内線３０７９) 

障害福祉課／障害福祉専門官（内線３０８９） 

 

 

 

 

 

 

 



平成 28 年度障害者総合福祉推進事業 

指定課題個票 
 

 

指定課題 18 
成年後見制度の理解促進及び適切な後見類型の選択につなげることを目的とした研修の

開発及び、法人後見における利益相反に関する研究 

補助基準額 ２００万円を上限とする。 

指定課題を設定

する背景・目的 

障害者総合支援法施行 3 年後の見直しにおける課題の一つである「成年後見制度の利

用促進の在り方」について、報告書の中では、「『親亡き後』への備えも含め、障害者の

親族等を対象とし、成年後見制度利用の理解促進（例えば、支援者に伝達するために作

成する本人の成長・生活に関わる情報等の記録の活用）や、個々の必要性に応じた適切

な後見類型の選択につなげることを目的とした研修を実施すべきである。」とされた。  

また、成年後見制度における法人後見の体制整備を進めるために、障害福祉サービス

を提供している法人が、法人後見の受任を可能とするための要件について整理する必要

がある。 

想定される事業

の手法・内容 

有識者等で構成された検討委員会を設置し、障害者の親族等を対象とした、成年後見

制度の理解を促進し、適切な後見類型の選択につなげることを目的とした研修プログラ

ムと研修で使用する資料及び支援者に伝達するために作成する本人の成長・生活に関わ

る情報等のモデル的な記録様式の検討と開発。 

障害福祉サービスを提供している法人が法人後見を実施する場合の要件に関する先行

研究等の文献調査や、該当する法人への調査等に基づく要件の整理。 

求める成果物 

市町村地域生活支援事業の「成年後見制度普及及び啓発」等を活用した、障害者の親

族等を対象にした成年後見制度の利用促進や適切な後見類型の選択につなげることを目

的とした研修会で活用する研修プログラム及び研修資料、モデル的な記録様式。 

 障害福祉サービスを提供している法人が法人後見を実施する場合の要件に関する先行

研究等の文献調査や、該当する法人への調査を通じて整理した要件に関する報告書。 

担当課室/担当者 障害福祉課地域生活支援推進室／障害福祉専門官（知的障害担当）(内線３０４０) 

 

 

 

 

 



平成 28 年度障害者総合福祉推進事業 

指定課題個票 
 

 

指定課題 19 障害者の一人暮らしを支えるための支援の実態把握に関する調査研究 

補助基準額 ２００万円を上限とする。 

指定課題を設定

する背景・目的 

障害者総合支援法 3 年後の見直し報告書では、今後の取組として、知的障害者や精神

障害者（発達障害含む）などの一人暮らしを定期的な訪問や随時の対応により、障害者

の理解力、生活力等を補う観点から、適時のタイミングで適切な支援を行うサービスを

新たに位置づけるべきであることが示された。 

このため、今後このサービスを具体的に制度化すべく、既存の類似事業における支援

内容や提供頻度等について実態把握をし、検討を進めるにあたっての基礎資料を得るこ

とを目的とする。 

想定される事業

の手法・内容 

有識者等で構成された検討委員会を設置し、以下の内容について調査手法等を検討し

考察を加える。 

障害者の一人暮らしや一人暮らしに向けた支援を行っている取り組みとして、 

① 「知的障害者や精神障害者（発達障害者を含む。）などの一人暮らしを定期的な

訪問や随時の対応により、障害者の理解力、生活力等を補う観点から、適時のタイ

ミングで適切な支援を行うサービス」と類似の支援を行っている自治体の取り組み

や、 

② 共同生活援助のサテライト型住居における支援 

について、自治体や事業所に対するアンケート調査やヒヤリング調査等を通じて

その実態を把握する。 

求める成果物 
上記の調査結果を踏まえ、利用者に対するサービスの内容、提供頻度、職員体制、サ

ービス提供している職員のキャリア等の内容を含んだ報告書をとりまとめる。 

担当課室/担当者 障害福祉課地域生活支援推進室／障害福祉専門官（知的障害担当） (内線３０４０) 

 

 



平成 28 年度障害者総合福祉推進事業 

指定課題個票 
 

指定課題 20 長期入院精神障害者の地域移行に向けた病院の構造改革の推進に関する研究 

補助基準額 ５００万円を上限とする。 

指定課題を設定

する背景・目的 

平成２６年７月に取りまとめられた「長期入院精神障害者の地域移行に向けた具体

的方策の今後の方向性」においては、 

①急性期等と比べ入院医療の必要性が低い精神障害者については、病院スタッフか

らの働きかけの促進、外部の支援者等との関わりの確保、地域移行後の生活準備

に向けた支援等を通じ、本人に対する退院に向けた支援を行う 

②こうした精神障害者が入院する病床において、居住の場の確保や地域生活を支

えるサービスの確保等を通じた地域移行支援を徹底して実施することにより、

病床が適正化され、将来的に削減されることとなる 

③病床の適正化により将来的に不必要となる建物設備や、医療法人等が保有する敷

地等の病院資源は、精神科救急・急性期・回復期、重度かつ慢性の入院機能、外

来・デイケア・アウトリーチ等の機能又はその他の地域生活を支えるための医療

の充実、地域生活支援や段階的な地域移行のために向けられる 

といった方向性が示されたところ。 

平成 28 年度診療報酬改定では、上記①及び②を踏まえ、重点的な退院支援と精神

病床数の適正化に取り組む精神病棟に関する評価（地域移行機能強化病棟入院料）が

新設された。 

今後、上記③にある精神科病院の構造改革を実現するためには、精神病床数の適正

化に取り組む精神科病院に対し、地域の実情を考慮しながら人的資源を含めた医療資

源の効果的な活用を図る具体的方策を示すことが重要である。 

本研究課題においては、地域移行機能強化病棟入院料を算定する意欲のある精神科

病院の戦略の評価を行い、精神科病院が中長期的視点で構造改革を進める上での基本

的プロセスを明らかにすること目指す。 

 

想定される事業

の手法・内容 

（１） 地域移行機能強化病棟入院料を算定する意欲のある病院管理者と相談支援事業者

を集めたワーキンググループを複数設置し、複数回のグループワークを通じて、

それぞれの病院における地域移行及び病院の構造改革に関する中長期的戦略を作

成する。 

（２） 医療関係者、相談支援事業者、ピアサポーター、弁護士、有識者等で構成される

検討委員会を設置し、個別の戦略の評価を行いつつ、地域移行及び病院の構造改

革に関する中長期的戦略策定ガイドラインを作成する。 

（３）全国の病院管理者及び相談支援事業者を集めたシンポジウムを開催し、地域移行

及び病院の構造改革に関する中長期的戦略の具体的好事例の周知を図る。 



求める成果物 

 

・地域移行及び病院の構造改革に関する中長期的戦略策定ガイドラインの作成 

・地域移行及び病院の構造改革の具体的好事例を周知するためのシンポジウムの開催 

・法人のホームページにおける成果物（中長期的戦略策定ガイドライン及びシンポジウ

ム資料等を含む）の公表による病院の構造改革に関する中長期的戦略策定ノウハウの全

国への普及 

 

担当課室/担当者 精神・障害保健課/地域移行支援専門官 (内線３０２７) 

 



平成 28 年度障害者総合福祉推進事業 

指定課題個票 
 

指定課題 21 精神科救急体制の実態把握及び措置入院・移送の地域差の要因分析に関する調査研究 

補助基準額 ４５０万円を上限とする。 

指定課題を設定

する背景・目的 

平成 24年 4月 1日に精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の一部を改正する法律

が施行され、都道府県の救急医療体制整備の努力義務が規定された。法の施行に当たり

開催された「精神科救急医療体制に関する検討会」の報告書では、各都道府県が整備す

べき精神科救急医療体制の基本的な考え方や対応策等について取りまとめた。その具体

的な内容や、都道府県、精神科医療機関等の役割等について平成 24年 3月 30 日に精神

科救急医療体制の整備に関する指針を示し、各都道府県において精神科救急医療体制整

備事業を積極的に活用するなど、精神科救急医療体制の整備を求めている。 

 一方で、精神科救急医療体制については、各都道府県において、体制整備が行われ、

その具体的取組内容を十分に共有できていない。それぞれの地域の実情を踏まえた効果

的かつ効率的な事業展開を図ることが求められていることから、詳細な実態把握を行い、

課題と解決策を抽出し、各都道府県において活用出来るガイドラインを作成する必要が

ある。 

また、精神科救急における措置入院、医療保護入院に係る移送については、運用に地

域差があることから、その要因を分析し、改善策を提案する必要がある。精神科救急医

療体制の整備状況との関係性についても検討する。 

想定される事業

の手法・内容 

有識者、医療関係者（身体救急を含む）、患者家族、相談支援事業者の専門家等で構

成される検討委員会を設置し、各都道府県で行われている精神科救急医療体制の整備状

況や措置入院、医療保護入院に係る移送についての調査及び整備状況の妥当性について

評価や助言を得ながら、精神科救急医療体制整備事業の今後の執行や事業内容の検討に

資する以下の事業を行う。 

（１） 自治体における、精神科救急医療体制の好事例の収集 

（２） 都道府県毎の精神科救急医療体制（身体合併症対応を含む）の整備状況の実態把

握と共通の尺度に基づく都道府県毎の精神科救急医療体制の評価 

（３） 措置入院、医療保護入院移送の地域差の実態の把握と要因分析 

（４） 地域の実情に応じた精神科救急医療体制を整備するためのガイドラインの作成 

求める成果物 

・共通の尺度に基づく都道府県毎の精神科救急医療体制の評価結果 

・都道府県等で精神科救急医療体制整備を行うための効果的な取組に関する事例集 

・精神科救急医療体制の整備に向けたガイドライン 

・法人のホームページにおける成果物の公表による全国への普及 

担当課室/担当者 
精神・障害保健課／心の健康づくり対策官 (内線３１４７) 

精神医療係 (内線３０５８) 

 



平成 28 年度障害者総合福祉推進事業 

指定課題個票 
 

 

指定課題 22 地域における精神障害者に対する国民の理解の深化及び家族支援の方策に関する研究 

補助基準額 ３００万円を上限とする。 

指定課題を設定

する背景・目的 

平成 16 年の精神保険医療福祉の改革ビジョンでは、「入院医療中心から地域生活中心

へ」改革を進めるために、国民の理解の深化、精神医療の改革、地域生活の支援の強化

という３つの柱を掲げた。精神疾患や精神障害者に対する国民の理解を深めるために、

各地域においてはピアサポートの普及を含め様々な取組がなされているが、その取組に

ついての実態把握や評価は十分になされていない。そこで、各地域における精神障害者

に対する理解の深化のための取組の実態を把握するとともに、医療の現場や地域におけ

る家族支援の実態を把握し、好事例の収集・分析を行い国民の理解を深める効果的な取

組や家族支援の充実を推進することを目的とする。 

 

想定される事業

の手法・内容 

有識者、医療関係者、相談支援事業者、精神保健福祉相談員、精神障害当事者、家族等、

ピアサポーターで構成される検討委員会を設置し、各地域における精神障害者に対する

理解の深化のための取組や家族支援の実態について評価や助言を得ながら、以下の事業

を行う。 

（１） 精神障害者に対する理解の深化のための取組や家族支援を行っている団体等が集

まる場を設け、 

・取組の発表（取組内容、取組による成果、家族支援を行う上での困難、不足し

ていると感じるサポート等） 

・取組に対する意見交換や評価 

（２） 医療の現場及び地域で活用可能な家族支援の手引きの作成とその評価 

求める成果物 

・精神障害者に対する理解の深化のための取組に関する事例集 

・医療の現場や地域における家族支援の取組に関する事例集 

・家族支援を行うために必要な支援等に対する提言 

・医療の現場及び地域で活用可能な家族支援の手引きの作成 

・法人のホームページにおける成果物の公表による全国への普及 

担当課室/担当者 
精神・障害保健課／心の健康づくり対策官(内線３１４７) 

心の健康係（内線３０６９） 

 


